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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社は、健全で持続的な成長と中長期的な企業価値向上のため、社会、お客様、社員、取引先、株主等のステークホルダーの立場を踏まえた上
で、透明・公正かつ迅速・的確な意思決定を行うための仕組みがコーポレート・ガバナンスであるとの認識に立ち、以下の基本的な考え方に沿っ
て、コーポレート・ガバナンスの充実に取り組んでいます。

(1) ステークホルダーとの協働

ステークホルダーの利益を尊重し、ステークホルダーと適切に協働する。特に株主に対しては、その権利が実質的に担保されるよう適切な対応を
行うとともに実質的な平等性を確保する。

(2) 情報開示とコミュニケーション

法令及び東京証券取引所の規則で定められている情報、並びにステークホルダーに当社を正しく理解してもらうために有用な情報を、迅速、正確
かつ公平に開示し透明性を確保するとともに、株主との間で建設的な対話を行う。

(3) コーポレート・ガバナンス体制

監査役会制度を基礎として、独立社外取締役・独立社外監査役を選任するとともに、独立社外取締役を主要な構成員とする取締役会の諮問機関
を設置することにより、経営監督機能を強化する。

当社は、コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び取組み方針を「ＮＲＩコーポレートガバナンス・ガイドライン」(以下「ガイドライン」とい
う。)に取りまとめ、当社ウェブサイト(https://www.nri.com/jp/company/governance)に公表しています。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

当社は、コーポレートガバナンス・コードの各原則を全て実施しています。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則1-4　政策保有株式】

上場株式の政策保有に関する方針及びその議決権の行使基準については、ガイドライン第4条(4)をご覧ください。

政策保有株式の保有の合理性については、2018年度は取締役会において個別銘柄毎に、保有目的や取引内容の確認及び資本コストと取引に
伴う収益等の比較等を実施し、総合的に検証しました。保有の合理性の検証結果を踏まえて、1銘柄において一部売却を行いました。2018年3月
末時点の政策保有株式の保有状況は、第54期有価証券報告書
(https://www.nri.com/-/media/Corporate/jp/Files/PDF/ir/financial/yuuhou/1903yuuhou.pdf)69～72ページをご覧ください。

【原則1-7　関連当事者との取引】

当社が取締役や主要株主と取引を行う場合の手続きについては、ガイドライン第4条(5)をご覧ください。

【原則2-6　企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮】

企業年金の運用の専門性を高めるための人事面や運用面における取り組みについては、ガイドライン第8条をご覧ください。

【原則3-1(i)　経営理念等】

当社の企業理念については、以下をご覧ください。

https://www.nri.com/jp/company/c_philosophy

当社の経営計画については、以下をご覧ください。

https://www.nri.com/jp/company/vision

https://www.nri.com/jp/ir/-/media/Corporate/jp/Files/PDF/ir/presentation/2019/190425chukei.pdf

【原則3-1(ii)　 コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方】

コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針については、「基本的な考え方」をご覧ください。

【原則3-1(iii)　取締役の報酬の決定の方針と手続き】

取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続きについては、「【取締役報酬関係】　報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容」、及
びガイドライン第12条第6項、第22条、第24条第1項をご覧ください。

【原則3-1(iv)　取締役・監査役候補者の指名及び取締役の解任の方針と手続き】

取締役・監査役候補者の指名及び取締役の解任を行うに当たっての方針と手続きについては、ガイドライン第21条、第23条をご覧ください。

【原則3-1(v)　取締役・監査役候補者の個々の指名理由】

取締役・監査役候補者の個々の指名の説明については、第54回定時株主総会招集ご通知



(https://www.nri.com/-/media/Corporate/jp/Files/PDF/ir/cpd/soukai/54soukai.pdf)4～13ページをご覧ください。

【原則4-1-1　経営陣への委任の範囲】

経営陣に対する委任の範囲については、ガイドライン第12条第2項、第3項をご覧ください。

【原則4-9　社外取締役の独立性判断基準】

社外取締役の独立性判断基準については、ガイドライン第23条第5項をご覧ください。

【原則4-11-1　取締役会の構成】

取締役会全体としての知識・経験・能力のバランス、多様性及び規模に関する考え方については、ガイドライン第11条第2項、第3項をご覧くださ
い。

【原則4-11-2　取締役・監査役の兼任状況】

取締役・監査役の重要な兼任状況については、定時株主総会の招集通知において毎年開示しています。

第54回定時株主総会招集ご通知(https://ir.nri.com/jp/ir/library/financial/main/00/teaserItems2/00/linkList/03/link/190425chukei.pdf)4～13、
30ページをご覧ください。

【原則4-11-3　取締役会の評価】

当社は、全ての取締役・監査役を対象に、2018年度の取締役会の構成、運営状況や自身の職務執行等に関する「自己評価アンケート」を実施し、
また、独立役員と実効性に関する意見交換を行いました。その上で、取締役会での議論を行い、当社の取締役会の実効性はおおむね確保されて
いると判断しました。評価結果の概要は、以下のとおりです。

・当社の取締役会は、独立社外取締役3名を含む多様な経験に基づくメンバーで構成されており、適切な意思決定と監督を担保する体制が整えら
れている。

・取締役会では、社外役員からの活発な意見・助言を始めとして、全体として自由闊達で建設的な議論・意見交換が行われている。

・個々の取締役は、当社の経営理念や経営計画等を理解した上で、それぞれの知見に基づいて活発に審議を行い、取締役としての職責を果たし
ている。

・取締役会でより質の高い議論・意思決定ができるようにするため、取締役への情報提供や会議運営上の工夫に取り組んでいく。

当社は、この分析・評価を踏まえ、取締役会の実効性の向上を目指し、継続的に取り組んでいきます。

【原則4-14-2　取締役・監査役のトレーニング方針】

取締役・監査役に対するトレーニングの方針については、ガイドライン第25条第3～5項をご覧ください。

【原則5-1　株主との対話方針】

株主との建設的な対話を促進するための方針については、ガイドライン第10条第1項をご覧ください。

２．資本構成

外国人株式保有比率 20%以上30%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

野村ホールディングス株式会社 69,438,270 29.62

野村ファシリティーズ株式会社 22,506,000 9.60

株式会社ジャフコ 13,156,050 5.61

ＮＲＩグループ社員持株会 9,843,709 4.20

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 9,114,300 3.89

ステート　ストリート　バンク　アンド　トラスト　カンパニー　505223 8,725,189 3.72

日本生命保険相互会社 8,242,520 3.52

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口) 7,893,100 3.37

全国共済農業協同組合連合会 4,478,100 1.91

株式会社セブン－イレブン・ジャパン 2,601,500 1.11

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

「大株主の状況」について

1．「大株主の状況」は、2019年3月31日現在の状況です。

2．2018年6月20日付で公衆の縦覧に供された大量保有報告書(変更報告書)において、ＭＦＳインベストメント・マネジメント株式会社及びその共同
保有者が2018年6月15日現在で当社株式を以下のとおり保有している旨の記載がありますが、当社として期末時点における実質所有株式数の確
認ができないため、「大株主の状況」には含めていません。

　(大量保有報告書の内容)

　ＭＦＳインベストメント・マネジメント株式会社　　　　　　　　　　　　　　　保有数　　　568千株、　保有割合0.23％

　マサチューセッツ・ファイナンシャル・サービセズ・カンパニー　　　　　保有数 　13,937千株、　保有割合5.55％



３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 3 月

業種 情報・通信業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 1000億円以上1兆円未満

直前事業年度末における連結子会社数 50社以上100社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

当社の子会社のうち、株式会社だいこう証券ビジネスが東京証券取引所市場第一部に上場しています。

当社は同社と緊密な連携を保ちつつ、独立性を尊重しています。



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 15 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 その他の取締役

取締役の人数 9 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 3 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

3 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

土井　美和子 その他

松﨑　正年 他の会社の出身者

大宮　英明 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

土井　美和子 ○ ―――

情報技術分野における研究開発部門の研究者
及び責任者としての長年にわたる経験をお持
ちであり、その経歴を通じて培われた専門家と
しての豊富な経験と高い見識を活かして、客観
的な立場から当社の経営を監督していただくた
め、社外取締役として選任しています。

なお、同氏は、当社が定める「社外役員の独立
性判断基準」(「【独立役員関係】　その他独立
役員に関する事項」に記載)の要件を満たして
おり、一般株主と利益相反が生じるおそれがな
いと判断し、独立役員として指定しています。



松﨑　正年 ○ ―――

長年にわたりコニカミノルタ株式会社の経営に
携わられ、その経歴を通じて培われた企業経
営に関する豊富な経験と高い見識を活かして、
客観的な立場から当社の経営を監督していた
だくため、社外取締役として選任しています。

なお、同氏は、当社が定める「社外役員の独立
性判断基準」(「【独立役員関係】　その他独立
役員に関する事項」に記載)を満たしており、一
般株主と利益相反が生じるおそれがないと判
断し、独立役員として指定しています。

大宮　英明 ○ ―――

長年にわたり三菱重工業株式会社の経営に携
わられ、その経歴を通じて培われた企業経営
に関する豊富な経験と高い見識を活かして、客
観的な立場から当社の経営を監督していただく
ため、社外取締役として選任しています。

なお、同氏は、当社が定める「社外役員の独立
性判断基準」(「【独立役員関係】　その他独立
役員に関する事項」に記載)の要件を満たして
おり、一般株主と利益相反が生じるおそれがな
いと判断し、独立役員として指定しています。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員

（名）
社内取締役

（名）
社外取締役

（名）
社外有識者

（名）
その他（名）

委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

指名諮問委員会 5 0 2 3 0 0
社内取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

報酬諮問委員会 5 0 2 3 0 0
社内取
締役

補足説明

指名諮問委員会は社長等の後継者計画の策定・運用や取締役・監査役候補者、社長等の選定等について、報酬諮問委員会は取締役の報酬等
の体系及び水準について、それぞれ取締役会の諮問機関として客観的かつ公正な視点から審議します。

2018年度は、各委員会をそれぞれ2回開催しました。

2019年度の各委員会の委員は2019年6月20日付の取締役会において次のとおり選定されました。

(指名諮問委員会)

委員長：取締役嶋本 正

委員：取締役会長兼社長此本 臣吾、社外取締役土井　美和子、松﨑　正年、大宮　英明

(報酬諮問委員会)

委員長：取締役臼見　好生

委員：取締役深美　泰男、社外取締役土井　美和子、松﨑 正年、大宮　英明

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 5 名

監査役の人数 5 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

監査役は、会計監査人から監査計画、監査実施状況の報告を受けるほか、当社の内部監査部門である内部監査室から内部監査結果の報告を
受けるなど、会計監査人及び内部監査室と連携して監査を進めています。

なお、当社の会計監査人は、EY新日本有限責任監査法人です。

社外監査役の選任状況 選任している



社外監査役の人数 3 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

佐藤　公平 他の会社の出身者 △ △

山﨑　清孝 公認会計士

大久保 憲朗 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

佐藤　公平 　 ―――

当社の主要事業分野の1つである証券業界に
おける長年にわたる経験をお持ちであり、その
経歴を通じて培われた豊富な経験と高い見識
を活かして、客観的な立場から当社取締役の
職務執行を監査していただくため、社外監査役
として選任しています。

山﨑　清孝 ○ ―――

監査法人の代表社員を務められ、公認会計士
としての長年にわたる経験をお持ちであり、そ
の経歴を通じて培われた財務・会計に関する豊
富な経験と高い見識を活かして、客観的な立場
から当社取締役の職務執行を監査していただく
ため、社外監査役として選任しています。

なお、同氏は、当社が定める「社外役員の独立
性判断基準」(「【独立役員関係】　その他独立
役員に関する事項」に記載)を満たしており、一
般株主と利益相反が生じるおそれがないと判
断し、独立役員として指定しています。

大久保 憲朗 ○ ―――

長年にわたり日本たばこ産業株式会社の経営
に携わられ、その経歴を通じて培われた企業
経営に関する豊富な経験と高い見識を活かし
て、客観的な立場から当社取締役の職務執行
を監査していただくため、社外監査役として選
任しています。

なお、同氏は、当社が定める「社外役員の独立
性判断基準」(「【独立役員関係】　その他独立
役員に関する事項」に記載)を満たしており、一
般株主と利益相反が生じるおそれがないと判
断し、独立役員として指定しています。

【独立役員関係】

独立役員の人数 5 名



その他独立役員に関する事項

・当社は、独立役員の資格を充たす社外役員を全て独立役員に指定しています。

・当社は、社外役員の「会社との関係」の記載に関して軽微基準を定めており、「当社又は相手先の総売上高に占める割合が1％未満の取引」に
ついては、独立性を阻害するおそれがないため記載対象外としています。

・＜社外役員の独立性判断基準＞

　　当社は、社外役員が、東京証券取引所が定める独立性基準に加え以下の要件を満たしている場合に、独立性を有していると判断しています。

　　　(1) 当社の主要株主(主要株主が法人等である場合には、現在及び最近10年以内において、その業務執行者)でないこと。

　　　(2) 当社の主要取引先(主要取引先が法人等である場合には、現在及び最近10年以内において、その業務執行者)でないこと。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する

施策の実施状況
業績連動型報酬制度の導入、その他

該当項目に関する補足説明

2018年4月26日開催の取締役会において、役員報酬制度の見直しを行い、ストックオプション制度を廃止し、譲渡制限付株式報酬制度を導入する
ことを決議し、2018年6月22日開催の第53回定時株主総会において承認されました。

(株式関連報酬(譲渡制限付株式報酬))

当社の企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを与えるとともに、株式保有を通じた株主との価値共有の促進という観点から、株式関連報
酬として譲渡制限付株式報酬(譲渡制限付株式取得の出資財産とするための金銭報酬債権)を支給します。譲渡制限付株式報酬は、株式保有を
通じた株主との価値共有の促進や当社の企業価値の持続的な向上に向けた長期インセンティブとしての「長期インセンティブ株式報酬」と、中期
経営計画に代表される当社の中期的な業績及び株価の上昇に向けた中期インセンティブとしての「中期インセンティブ株式報酬」により構成され、
割当てを受ける株式数は役職位に応じて決定します。なお、取締役は「役員自社株保有ガイドライン」に基づき役職位に応じた一定数以上の当社
株式を保有することになっています。

(その他)

金銭報酬のうち、賞与は、業績を反映して決定されます。

役員報酬制度については「【取締役報酬関係】　報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容」をご参照ください。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 一部のものだけ個別開示

該当項目に関する補足説明

取締役報酬については有価証券報告書で開示しており、2019年3月期に係る報酬は次のとおりです。

1. 役員区分ごとの報酬等

　(1) 取締役(社外取締役を除く。)

　　　　総額415百万円

　　　　(主な内訳) (固定報酬)基本報酬200百万円

　　　　　　　　　　　(業績連動報酬)賞与112百万円、ストックオプション60百万円、譲渡制限付株式報酬39百万円

　(2) 社外役員(社外取締役及び社外監査役)

　　　　総額105百万円

　　　　(主な内訳) (固定報酬)基本報酬93百万円

　　　　　　　　　　　(業績連動報酬)賞与11百万円

2. 役員ごとの報酬等

　　　　取締役此本臣吾　115百万円

　　　　(主な内訳) (固定報酬)基本報酬53百万円

　　　　　　　　　　　(業績連動報酬)賞与34百万円、ストックオプション15百万円、譲渡制限付株式報酬11百万円

　　　　　※ 1億円以上である者に限定して開示しています。

報酬の額又はその算定方法の決定方針

の有無
あり



報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

1. 取締役の報酬等の方針

(1) 業績連動性が高い報酬制度とし、持続的な企業価値の向上を目指すために、中長期の経営目標達成への動機付けとなるようなインセンティブ

性を確保すること

(2) 情報サービス産業におけるリーディングカンパニーたるべき水準であること

2. 取締役の報酬等の構成

取締役(社外取締役を除く。)の報酬等は、役職位に基づいた制度体系とし、基本報酬、賞与、株式関連報酬(以下「報酬要素」という。)で構成しま
す。社外取締役に対しては、客観的立場に基づく当社グループ経営に対する監督及び助言の役割を考慮し、基本報酬のみを支給します。

業績連動性の高い報酬制度とするために、賞与及び株式関連報酬に重きを置いています。報酬要素の構成割合は、賞与が単年度の連結業績、
株式関連報酬が付与時点の株価により、それぞれ連動することとなり、

2018年度の取締役等の報酬における構成要素のおおよその割合(※1)は、基本報酬を「1」とした場合、賞与は「0.6」、株式報酬(※2)は「1.1」とな
り、固定報酬「1」に対して業績連動報酬は「1.7」となります。

※1. 2018年度の取締役(社外取締役、期中退任及び期中就任取締役を除く。)の平均値で計算しています。

※2. 株式関連報酬は、譲渡制限付株式と引換えに現物出資させることとなる金銭報酬債権の総額を使用しています。

(1) 基本報酬(固定報酬)

職務遂行のための固定報酬として支給し、各取締役の経歴・職歴に応じた報酬としての本人給と、各取締役の任期中の役職位・職務に基づく役
割給で構成します。

(2) 賞与

中長期の経営目標(連結)を達成するための短期インセンティブ報酬として位置づけ、営業利益を最重要業績指標とし、営業外損益・特別損益等の
状況を踏まえた業績指標増減率に連動させて、取締役賞与水準の対前年度増減率を決定します。具体的な算定方法は次のとおりです。

　(算定方法)

各取締役賞与支給額 ＝ 前年度基準賞与(α) × [1＋業績指標増減率(β)](※) × 役職位ポイント(γ)

(α) 前年度基準賞与

前年度における取締役社長の賞与支給額とします。

(β) 業績指標増減率

最終的な業績指標増減率は、報酬諮問委員会の審議を経て取締役会で決定します。2018年度の業績指標増減率は、＋７％で決定しました。な
お、2018年度の取締役社長の賞与については、役職位間の支給バランスを是正するため、報酬諮問委員会での諮問を踏まえて、見直しを行って
います。

※ 0％から200％の範囲で変動します。

(γ) 役職位別ポイント

取締役社長を1.0とし、その他取締役は各役職位に基づいたポイントを設定します。

(3) 株式関連報酬(譲渡制限付株式報酬)

当社の企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを与えるとともに、当社の株主との価値共有を進めることを目的として、社外取締役を除く取
締役に対して、中長期インセンティブ報酬として、次の2種類の譲渡制限付株式報酬を支給します。

長期インセンティブ株式報酬　　譲渡制限期間：割当日から当社又は当社子会社の役員等を退任するまで

中期インセンティブ株式報酬　　譲渡制限期間：割当日から3年から5年の間

　(譲渡制限付株式報酬制度の概要)

① 譲渡制限付株式の割当て

割り当てる譲渡制限付株式の株式数は、取締役の役職位に応じた一定の株式数を取締役会の決議により決定する。なお、割り当てる株式数の
数は、2018年6月22日開催の第53回定時株主総会で承認された株式数の上限(長期インセンティブ株式報酬として年18,000株以内、中期インセン
ティブ株式報酬として年42,000株以内 ※)の範囲内とする。

② 譲渡制限の解除

ａ. 譲渡制限付株式支給対象者が譲渡制限期間中、継続して、当社又は当社の子会社の役員等の地位のいずれかにあったことを条件として、譲

渡制限付株式の全部について、譲渡制限期間が満了した時点をもって譲渡制限を解除する。

ｂ. ａにかかわらず、譲渡制限期間中に、譲渡制限付株式支給対象者が任期満了・定年・雇用等契約の期間満了その他の正当な事由により、当社

又は当社子会社の役員等の地位のいずれの地位からも退任又は退職した場合には、譲渡制限を解除する譲渡制限付株式の数及び時期につい
て必要に応じて合理的な調整をおこなうものとし、解除する株式数及び解除時期を取締役会の決議により決定する。

ｃ. 譲渡制限期間中に、当社が消滅会社となる合併契約、当社が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画その他の組織再編等に関す

る事項が株主総会(ただし、当該組織再編等に関して株主総会による承認を要さない場合においては、取締役会)で承認された場合には、取締役
会の決議により、支給した譲渡制限付株式の全部について、当該組織再編等の効力発生日に先立ち、譲渡制限を解除する。

③ 無償取得事由

ａ. 譲渡制限付株式支給対象者が譲渡制限期間満了前に当社又は当社の子会社の役員等の地位のいずれの地位からも退任又は退職した場合

には、その退任又は退職につき任期満了・定年・雇用等契約の期間満了その他の正当な事由による場合を除き、当社は、譲渡制限付株式支給
対象者に支給した譲渡制限付株式を当然に無償で取得する。

ｂ. その他無償取得事由については、取締役会の決議に基づき譲渡制限付株式割当契約に定めるところによる。

※ 2019年4月25日開催の取締役会において、当社は、2019年6月30日を基準日、2019年7月1日を効力発生日として、当社普通株式1株につき3株

の割合で株式の分割を行うことを決議しています。当該株式分割に伴い、2018年6月22日開催の第53回定時株主総会で決議された当社取締役に
対する譲渡制限付株式報酬制度において新たに発行又は処分する普通株式の総数を、長期インセンティブ株式報酬として年54,000株以内、中期
インセンティブ株式報酬として年126,000株以内に調整しています。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

社外取締役に対しては、経営企画部がサポートを担当し、また、社外監査役に対しては、監査役及び監査役会を補助する専任組織である監査役
室がサポートを担当しています。社外取締役及び社外監査役に対して伝達すべき重要な事項が発生した場合には、速やかに連絡を行うことがで



きる体制を確保しています。また、取締役会の開催に際しては、事前に資料を配布し、必要に応じて議案の要旨を説明する場を設けるなど、社外
取締役及び社外監査役が十分な検討を行った上で取締役会へ出席することができるよう配慮しています。

【代表取締役社長等を退任した者の状況】

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の氏名等

氏名 役職・地位 業務内容
勤務形態・条件

(常勤・非常勤、報酬有無等)
社長等退任日 任期

藤沼　彰久 顧問 公的団体等での社外活動 非常勤、報酬有 2015/06/19 1年

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の合計人数 1 名

その他の事項

―――

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

当社は、監査役会設置会社として監査役・監査役会の機能を有効に活用しつつ、コーポレート・ガバナンスをさらに充実させるための体制を以下
のとおり構築しています。

株主総会の活性化と議決権行使の円滑化のため、より多くの株主に出席いただける開催日の設定や、招集通知の早期発送、インターネットによ
る議決権行使制度の導入や機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームへの参加を行っています。また、株主総会後に経営報告会を実施
し、主に個人株主向けに当社の状況や今後の取組みを伝える場を設けるなど、株主とのコミュニケーションを向上させるための活動にも取り組ん
でいます。

当社の取締役は社外取締役3名を含む9名です。任期を1年とし、経営環境の変化に迅速に対応できる経営体制を確立するとともに、各年度にお
ける経営責任を明確にしています。当社は、取締役会の監督機能の充実と公正で透明性の高い経営の実現を図るため社外取締役を選任してお
り、その人選については、独立性に加え、当社の経営を客観的な視点で監督するにふさわしい豊富な経験と高い見識を重視しています。

取締役会は、月1回開催するほか、必要に応じて随時開催しています。当社は、業務執行の権限及び責任を大幅に執行役員等に委譲しており、
取締役会は専ら全社レベルの業務執行の基本となる意思決定と取締役の職務執行の監督を担当しています。なお、取締役会の諮問機関として、
取締役、監査役及び社長等の役員人事に関する事項を審議するため、独立社外取締役を主要な構成員とする指名諮問委員会を設置しており、
また、役員報酬に関する事項を審議するため、独立社外取締役を主要な構成員とする報酬諮問委員会を設置しています。

取締役会の決議により選任された執行役員等は、取締役会が決定した方針に基づき業務を執行しています。事業活動の総合的な調整と業務執
行の意思統一のため、代表取締役を中心に執行役員等が参加する経営会議を週1回開催し、経営全般の重要事項の審議を行っています。

監査役は、社外監査役3名を含む5名(うち1名は、財務及び会計に関する相当程度の知見を有する。)であり、取締役会その他の重要な会議に出
席するほか、必要に応じて役職員に対して報告を求め、取締役の職務執行に関して厳正な監査を行っています。社外監査役については、監査体
制の中立性・独立性を確保するため、取締役の職務執行を客観的な立場から監査し、公正な視点で意見形成ができる人材を選任しています。監
査役会は、監査の方針その他監査に関する重要事項の協議・決定及び監査意見の形成・表明を行っています。監査役は、会計監査人から監査
計画、監査実施状況の報告を受けるほか、当社の内部監査部門である内部監査室から内部監査結果の報告を受けるなど、会計監査人及び内部
監査室と連携して監査を進めています。また、監査役は、各種規程の遵守状況のモニタリング結果等の内部統制の状況に関する報告を、リスク管
理統括部署から適宜受けています。監査役による監査が実効的に行われることを確保するため、監査職務を支援する監査役室を設置していま
す。監査役室の人事については、代表取締役又は人事担当役員が監査役室の独立性に留意し監査役と協議し決定しています。

なお、当社は、各社外取締役及び各社外監査役との間で、会社法第423条第1項の損害賠償責任を限定する契約を締結しています。当該契約に
基づく賠償責任の限度額は、法令の定める最低責任限度額です。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当社は、監査役会設置会社として監査役・監査役会の機能を有効に活用しつつ、経営に対する監督機能を強化しています。取締役や社長等の役
員人事及び報酬について、取締役会に先立ち客観的かつ公正な視点から審議する取締役会の諮問機関として、独立社外取締役を主要な構成員
とする指名諮問委員会及び報酬諮問委員会を設置しています。

これらによりコーポレート・ガバナンスの実効性を確保できると判断し、現在の体制を選択しています。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
招集通知については、開催の3週間前までの早期発送に努めています。

2019年6月20日開催の第54回定時株主総会の招集通知は、2019年5月30日に発送しまし
た。

集中日を回避した株主総会の設定
当社は、コーポレート・ガバナンスの向上には株主総会の充実が不可欠と考えており、よ
り多くの株主に出席いただける開催日の設定に努めています。

直近の定時株主総会は、2019年6月20日に開催しました。

電磁的方法による議決権の行使
パソコン、スマートフォン又は携帯電話から当社が指定する議決権行使サイト

(https://evote.tr.mufg.jp/)にアクセスし、議決権を行使することが可能となっています。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

株式会社ＩＣＪが運営する機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームに参加してい
ます。

招集通知（要約）の英文での提供 当社ウェブサイトに株主総会招集通知の参考書類等の英訳版を掲載しています。

その他
株主の総会議案の十分な検討期間を確保するため、招集通知を、発送に先立ち東京証
券取引所のウェブサイト及び当社のウェブサイトに掲載しています。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有

無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表
ディスクロージャーに関する当社の考え方及び体制は、当社ウェブサイト
(https://www.nri.com/jp/ir/policy)

において公表しています。

個人投資家向けに定期的説明会を開催

株主総会後に経営報告会を実施し、主に個人投資家向けに当社の状況や今
後の取組みを伝える場を設けるなど、株主とのコミュニケーションを向上させる
ための活動に取り組んでいます。また、個人投資家を対象とした会社説明会を
継続的に開催しているほか、個人投資家向けのウェブサイトの充実に努めて
います。

あり

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

四半期決算ごとにアナリスト・機関投資家向け決算説明会を開催し、代表者が
説明を行っています。また、事業部門の担当者が当社の事業やサービスを説
明する事業説明会を継続的に開催し、当社に対する理解を促進する活動を
行っています。

また、機関投資家やＥＳＧ(環境・社会・ガバナンス)評価機関、メディア関係者
等の幅広い対象者に向けて、2019年2月にＥＳＧ説明会を初めて開催しまし
た。今後も定期的に開催していく予定です。

あり

海外投資家向けに定期的説明会を開催
年度決算及び第2四半期決算後に海外の機関投資家を訪問し、主に代表者が
説明を行っています。

あり

IR資料のホームページ掲載

当社ウェブサイトにおいて、有価証券報告書、四半期報告書、株主総会招集
通知、決算短信、決算説明会資料、ＥＳＧ説明会資料、決算以外の適時開示
資料及び個人投資家説明会資料を掲載しています。掲載にあたってはフェア・
ディスクロージャー・ルールの観点から速やかな掲載を徹底するとともに、ウェ
ブサイトの情報更新の際にはメールニュースによる通知を行っています。また、
決算説明会等の動画や質疑応答録(Ｑ＆Ａ)のウェブサイト掲載により、ＩＲ資料
に記載していない情報についての公平性確保にも努めています。

IRに関する部署（担当者）の設置
ＩＲを管掌する代表取締役及び本社機構担当役員のもとに、専任組織であるＩＲ
室を設置しています。



その他
株主に対して年2回株主通信を送付するとともに、毎年株主アンケートを実施
し、主として個人株主とのコミュニケーションを継続的に実施しています。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

当社は、コーポレート・ガバナンスに係る基本方針として、ステークホルダーの尊重を掲げ
ています。ステークホルダーとの良好な関係の構築・維持のために、会社及び社員が守る
べき原則・基準を、「ＮＲＩグループ企業行動原則」「ＮＲＩグループビジネス行動基準」に定め
ています。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

当社グループは、「新しい社会のパラダイムを洞察し、その実現を担う」「お客様の信頼を
得て、お客様とともに栄える」という企業理念のもと、「未来社会創発企業」を目指し、持続
可能な社会の発展に貢献していきます。

当社グループのサステナビリティ経営は「価値共創を通じた社会課題の解決」をうたい、
「新たな価値創造を通じた活力ある未来社会の共創」「社会資源の有効活用を通じた最適
社会の共創」「社会インフラの高度化を通じた安全安心社会の共創」の3つの社会価値の
共創を中核に事業を推進していきます。あわせて、それら価値共創を支える基盤として、4
つのマテリアリティ(重要課題)を特定しています。

気候変動問題に対しては、気候変動に関する社会への提言や、環境負荷を低減するソ
リューションをお客様に提供しています。また、全てのデータセンターで環境マネジメントシ
ステムの国際規格ＩＳＯ14001認証を取得し、主要なオフィスには当社独自の環境マネジメ
ントシステム(ＮＲＩ－ＥＭＳ)を導入するなど、環境に配慮した事業活動を積極的に推進して
います。さらに、当社グループはパリ協定で目標とされている世界の平均気温上昇「2℃未
満」の達成に向けた水準の環境目標を設定しており、エネルギー利用においては、データ
センターにおける再生可能エネルギー利用率を2030年度までに36％、当社グループ全体
では2050年度までに100％とし、温室効果ガス排出量においては、当社グループ全体で
2030年度に55％削減(2013年度比)するという目標を設定しています。

また、外部からの評価として、ＧＰＩＦ(年金積立金管理運用独立行政法人)が国内株式を対
象として選定している4つのＥＳＧ株式指数に加え、「Dow Jones Sustainability World Index」

(2018年に初めて採用)、「Dow Jones Sustainability Asia Pacific Index」(3年連続採用)、

「FTSE4Good Developed Index」(14年連続採用)など、多くのＥＳＧ指数の構成銘柄に採用

されています。

サステナビリティに関する具体的な活動内容については、当社ウェブサイト並びに「統合レ
ポート」、「ＥＳＧデータブック」及び「サステナビリティブック」(全て当社ウェブサイトに掲載)
に記載しています。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

当社は、コーポレート・ガバナンスに係る基本方針として、「迅速、正確かつ公平な情報開
示」を掲げています。

法令等に基づく開示以外の情報についても、当社ウェブサイトや「統合レポート」等を通じ
て、ステークホルダーに対し積極的に開示しています。

その他

(健康経営に関する取組み状況)

当社は、社員が健全にいきいきと働き続けることが、組織の活性化と持続的な成長に不可
欠であると考えています。 長時間労働を抑えワークライフバランスの向上を促進し、社員

自身の健康や家庭生活も大切にしながら能力を十分に発揮できる労務環境の整備に取り
組んでいます。

社外からの評価として、2017年、2018年及び2019年に、特に優良な健康経営を実践してい
る大企業の法人として、経済産業大臣より「健康経営優良法人(ホワイト500)」に認定されま
した。

(女性の活躍推進に係る取組み状況)

当社は、女性社員の活躍を推進しており、妊娠・育児中の女性社員とその上司を対象とし
た面談・研修プログラムや、社員同士の交流や情報交換を図るフォーラムなどを実施し、ラ
イフイベントを迎えた女性社員が仕事と育児を両立し、キャリアを諦めることなく働き続けら
れる環境づくりを進めています。

管理職登用については、女性管理職比率を2022年度末までに8.5%以上にする(女性管理
職を100名以上新たに登用する)ことを目標とした行動計画を策定し、当社ウェブサイト
(https://www.nri.com/jp/sustainability/social/diversity_mgmt)において公表しています。
また、2016年に開始した女性管理職候補者育成研修に加え、2018年からは、女性役員が
自ら講師を務める女性管理職向けの研修を開始しています。

社外からの評価として、2017年には、女性の活躍推進に関する取組みの実施状況が優良
な企業として、厚生労働大臣より、女性活躍推進法に基づく認定制度である「えるぼし」の
最高位に認定されました。

また、当社は経済産業省と東京証券取引所から女性活躍推進に優れた上場企業として、
2016年度、2017年度及び2018年度と3年連続で「なでしこ銘柄」に選定されました。

役員については、本報告書提出日現在において、取締役9名及び監査役5名のうち、取締
役1名が女性です。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

＜内部統制システムの構築に関する基本方針＞

当社及び当社の子会社からなる当社グループは、「顧客の信頼を得て、顧客とともに栄える」、「新しい社会のパラダイムを洞察し、その実現を担
う」という2つの企業使命を掲げ、その実践を通して広く経済社会の発展に貢献することを基本理念としている。

当社は、この基本理念のもと、グループ一体となって企業価値の向上及び透明性の高い効率的な経営を実現するため、次のとおり内部統制シス
テムの構築に関する基本方針を定める。これらの方針は、原則として当社グループに共通に適用するものである。

(1) 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

① 当社グループの取締役及び使用人が法令及び定款を遵守し、倫理観を持って事業活動を行う企業風土を構築するため、当社グループ全体に

適用する企業行動原則及びビジネス行動基準を定める。

② 法令及び定款の遵守体制の実効性を確保するため、取締役会の決議により、最高倫理責任者、コンプライアンスに関する会議体及び担当役

員を置く。担当役員のもと、主管部署は、当社グループの取締役及び使用人の法令遵守意識の定着と運用の徹底を図るため、研修等必要な諸活
動を推進し、管理する。

③ 事業部門及び子会社にはコンプライアンス担当者を置き、各事業部門等に固有のコンプライアンス・リスクを認識し、主管部署とともに法令遵守

体制の整備及び推進に努める。

④ 反社会的勢力とは取引関係も含めて一切の関係を持たない。反社会的勢力からの不当要求に対しては、組織全体として毅然とした対応をと

る。

⑤ 当社グループの事業に従事する者からの法令違反行為等に関する通報に対して適切な処理を行うため、公益通報の運用に関する規程を定め

るとともに、通報先を社内及び社外とするコンプライアンス・ホットラインを設置する。是正、改善の必要があるときには、速やかに適切な措置をと
る。

⑥ 前項の通報を行った者に対し、当該通報を行ったことを理由として不利益な扱いをすることを禁ずる。

⑦ 内部監査部署は、当社グループの法令及び定款の遵守体制の有効性について監査を行う。主管部署及び監査を受けた部署は、是正、改善の

必要があるときには、速やかにその対策を講ずる。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

① 取締役の職務の執行に係る情報は、文書化(電磁的記録を含む)の上、経営判断等に用いた関連資料とともに保存する。文書管理に関する主

管部署を置き、管理対象文書とその保管部署、保存期間及び管理方法等を規程に定める。

② 取締役の職務の執行に係る情報は、取締役又は監査役等から要請があった場合に備え、適時閲覧可能な状態を維持する。

③ 内部監査部署は、当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理について監査を行う。主管部署及び監査を受けた部署は、是正、改

善の必要があるときには、その対策を講ずる。

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

① リスク管理の全体最適を図るため、取締役会の決議により、当社グループ全体のリスク管理に関する規程を定め、リスク管理担当役員及びリ

スク管理統括部署を置く。リスク管理統括部署は、リスク管理及び内部統制の状況を点検し、改善を推進する。

② 事業活動に伴う各種のリスクについては、それぞれの主管部署においてリスク管理に関する規程を定めて対応するとともに、必要に応じて専

門性を持った会議体で審議する。主管部署は、事業部門等を交えて適切な対策を講じ、リスク管理の有効性向上を図る。

③ 事業の重大な障害・瑕疵、重大な情報漏洩、重大な信用失墜、災害等の危機に対しては、しかるべき予防措置をとる。また、緊急時の対策等

を基本的指針に定め、危機発生時には、これに基づき対応する。

④ 上記②、③のリスク管理体制については、継続的な改善活動を行うとともに、定着を図るための研修等を適宜実施する。

⑤ 内部監査部署は、当社グループのリスク管理体制について監査を行う。主管部署及び監査を受けた部署は、是正、改善の必要があるときに

は、速やかにその対策を講ずる。

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

① 当社グループ各社は、取締役会の運営に関する規程を定めるとともに、定時の取締役会において重要事項を決定し、取締役に業務報告をさ

せることにより業務執行の監督等を行うほか、必要に応じて適宜臨時取締役会を開催する。

② 当社は、執行役員制度を採用し、業務執行の権限及び責任を大幅に委譲することにより、取締役会は業務執行の監督を主とする。執行と監督

の分離により、効率的な執行と監督機能の強化を図る。

③ 当社グループは事業計画に基づき、予算期間における計数的目標を明示し、事業部門及び子会社の目標と責任を明確にするとともに、予算と

実績の差異分析を通じて所期の業績目標の達成を図る。

④ 経営の効率化とリスク管理を両立させ、内部統制が有効に機能するよう、ＩＴシステムの主管部署を置いて整備を進め、全社レベルでの最適化

を図る。

⑤ 内部監査部署は、当社グループの事業活動の効率性及び有効性について監査を行う。主管部署及び監査を受けた部署は、是正、改善の必要

があるときには、連携してその対策を講ずる。

(5) 財務報告の信頼性を確保するための体制

① 当社は、適正な会計処理を確保し、財務報告の信頼性を向上させるため、経理業務に関する規程を定めるとともに、情報開示に関する会議体

及び担当役員を置き、財務報告に係る内部統制の体制整備と有効性向上を図る。

② 内部監査部署は、当社グループの財務報告に係る内部統制について監査を行う。主管部署及び監査を受けた部署は、是正、改善の必要があ

るときには、その対策を講ずる。

(6) 企業集団における業務の適正を確保するための体制

① 当社は、グループ会社が一体となって事業活動を行い、当社グループ全体の企業価値を向上させるため、子会社の経営管理に関する規程を

定める。子会社は、経営・財務の状況を定期的に当社に報告する。

② 子会社は、当社グループの経営・財務に重要な影響を及ぼす事項を実行する際に、当社と事前協議を行い、当社は必要に応じて子会社に適

切な指導を行う。

(7) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

① 監査役による監査が実効的に行われることを確保するため、監査役(監査役会)直轄の専任部署を置く。

② 監査役を補助する使用人の人事に関する事項については、監査役との協議により定めるものとする。

(8) 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制

① 監査役の要請に応じて、取締役及び使用人は、事業及び内部統制の状況等の報告を行い、内部監査部署は内部監査の結果等を報告する。

② 取締役及び使用人は、当社グループの経営・財務に重要な影響を及ぼすおそれのある事項につき監査役に報告する。

③ 前記(1)⑤のコンプライアンス・ホットラインへの通報に関しては、原則全件コンプライアンス担当役員及び監査役に報告するものとする。

(9) 監査役の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

監査役の職務執行上必要と認める費用について、あらかじめ予算を計上し、監査役が緊急又は臨時に支出した費用については、事後会社に請



求できる。

(10) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握できるようにするため、監査役は取締役会に出席するほか、経営会議その他の重要な会議に
出席することができる。また、監査役から要求のあった文書等は、随時提供する。

＜内部統制システムの整備状況＞

当社は、当社グループ全般にわたって内部統制システムを整備し、かつ継続的な改善を図るため、リスク管理担当役員を任命するとともに、リスク
管理統括部署を設置しています。また、統合リスク管理会議を開催して全社的な内部統制の状況を適宜点検するとともに、各事業部門が出席す
る業務推進委員会を通じて内部統制システムの定着を図っています。事業活動に伴う主要リスクに対しては、リスクごとに主管部署を定めており、
必要に応じて専門性を持った会議で審議し、主管部署が事業部門と連携して適切な対応を講じています。

倫理・コンプライアンス体制については、その実効性を確保するため、最高倫理責任者及びコンプライアンス担当役員を置き、コンプライアンス会
議を設置するほか、企業行動原則、ビジネス行動基準及びコンプライアンスに関する規程を設けています。リスク管理、コンプライアンス等に関す
る研修や啓発活動を継続的に実施することで、その定着と実効性の向上を図っています。

代表取締役社長直属の組織である内部監査室(社員20名)が、リスク管理体制やコンプライアンス体制等の有効性、取締役の職務執行の効率性
を確保するための体制等について、当社グループの監査を行っています。監査結果は代表取締役社長等に報告され、是正・改善の必要がある場
合には、リスク管理統括部署、主管部署及び事業部門が適宜連携し、改善に努めています。また、内部監査室は、会計監査人との間で内部監査
の実施計画や結果に関して定期的に意見交換を行い、連携を図っています。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

反社会的勢力に対しては、取引を含め一切の関係を持たないことを基本方針として行動規範に定めており、主管部署が情報収集及び取引防止に
関する管理・対応を行っています。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

＜適時開示体制の概要＞

1. 開示に関する基本的な考え方

法令及び東京証券取引所の規則で定められている情報、並びに投資者に当社グループを正しく理解していただくために有用な情報を、迅速、正
確かつ公平に開示し、ひいては有価証券の公正、円滑な流通確保に資することを常に心掛けています。

2. 会社情報の適時開示に係る社内体制

会社情報の管理及び開示に関する規程や責任部署等を定めています。特に、重要な決算情報については、情報開示会議で作成プロセス及びそ
の適正性を確認するなど、信頼性向上を図っています。また、社内研修等を行い、役職員の情報開示に対する意識の向上に努めています。

社内体制の整備状況の詳細は以下のとおりです。

(1) 重要な会社情報の管理・開示体制

当社グループにおいて重要な会社情報が発生した場合は、社内規程に基づき、主管部署に報告させ、主管部署は情報の管理を行うとともに、情
報管理総括責任者に報告します。当該情報は、公表までの間、伝達が厳しく制限されます。

管理・開示体制を効率的に機能させるために、以下のとおり責任者及びその役割を定めています。

a. 情報管理総括責任者

重要な会社情報の管理及び開示に関する総括責任者であり、取締役会で任命しています。当社グループの情報管理体制の構築を図るとともに、
必要な措置等の指示を行っています。コーポレート部門を管掌する役員がその任に就いており、東京証券取引所の規則に基づく「情報取扱責任
者」も務めています。

b. 情報開示責任者

法令等に基づいて当社グループの企業内容開示義務を履行する責任者です。経理財務担当役員がその任に就いており、情報開示会議の委員
長も務めています。

c. 広報責任者

当社グループの企業内容開示に関わる広報活動の責任者です。コーポレートコミュニケーション担当役員がその任に就いています。

(2) 会社情報の開示手続き

情報開示責任者が、代表取締役社長及び情報管理総括責任者等との協議を経て、法令等に定める所定の手続きに従い、重要な会社情報を速
やかに開示しています。また、広報責任者がプレスリリースを随時行っています。プレスリリースに当たっては、情報開示責任者が事前に開示内容
の確認を行うことで、開示内容の正確性及び整合性の確保に努めています。

法令等で定められているＴＤｎｅｔ(東京証券取引所の適時開示情報伝達システム)及びＥＤＩＮＥＴ(有価証券報告書等の開示書類に関する電子開示
システム)等の開示手段を有効に活用しています。また、開示情報を当社ウェブサイトにも速やかに掲載し、投資者に広く伝わるよう努めています。

(3) 決算情報の確認・開示プロセス

計算書類、有価証券報告書及び決算短信等の決算情報は、作成を担当する経理財務部のほか、関係する本社機構各部が記載内容の検討・点
検を行い、正確性及び整合性の確保に努めています。

重要な決算情報については、情報開示会議で確認し、取締役会での承認手続きを経た上で開示しています。
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